
本スピーチに記載されている、ソニーの現在の計画、見通し、戦略、確信などのうち、
歴史的事実でないものは、将来の業績に関する見通しです。これらの情報は、現在入
手可能な情報から得られたソニーの経営陣の仮定、決定ならびに判断にもとづいてい
ます。

実際の業績は、多くの重要なリスクや不確実な要素により、これら業績見通しと大きく
異なる結果となりうるため、これら業績見通しのみに全面的に依拠することは控えるよ
うお願いします。その他のリスクや不確実な要素、及び業績見通しと大きく異なる結果
を引き起こしうるその他要素については、本日付の発表文及びプレゼンテーション資料
をご確認ください(http://www.sony.co.jp/SonyInfo/IR/)。
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• 皆さま、こんにちは。社長の平井でございます。
• 本日は、ご多用の中、お集まりいただきありがとうございます
• 2016年度は、昨年ご説明させていただいた2017年度までのソニーグループ中期経

営計画の2年目にあたります。本日は、中期経営計画の進捗を説明させて頂くと共
に、2018年度以降もソニーが新たな感動の開拓者であり続けるために、未来への
布石として取り組んでいることをご紹介いたします。
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• 2012年４月の社長就任から最初の3年間の経営テーマは、構造改革を軸とした「ソ

ニーの変革」でした。構造改革は大きな痛みを伴うものでしたが、やりきることができ
たと考えております。

• 2015年度からの第二次中期経営計画においては「利益創出と成長への投資」を

テーマとしています。以前の構造改革を中心とした経営から、成長の実現を目指し
てギアチェンジを行い、新たなフェーズに移行しています。

2



• 現在、ソニーは、昨年2月に発表したこれらの基本方針のもと、高収益企業への変
革に向け、事業運営を進めています。

3



• 2015年度を振り返ってみると、収益構造は改善し、連結営業利益、当社株主に帰属
する当期純利益はともに大幅な改善を実現することができました。

• 「利益創出と成長への投資」をテーマとする第二次中期経営計画の初年度という意
味では、総じて良いスタートが切れたと考えています。いたずらに規模の拡大を目
指すのではなく、差異化と収益性を重視するという方針は、グループ全体に浸透し
てきていると実感しており、ソニーは再び成長に向けた歩みを始めました。

• 一方で、外部環境は常に変化しており、引き続き緊張感をもった経営を行ってまいり
ます。
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• 2016年度がスタートした矢先に熊本地震が発生しました。被害にあわれた皆様には

改めて心よりお見舞いを申し上げますと共に、被災地の一日も早い復興をお祈り申
し上げます。

• 当社につきましても、震源から12キロの距離に、ソニーセミコンダクタマニュファク

チャリング株式会社熊本テクノロジーセンター（熊本テック）があります。熊本テック
は、主にデジタルカメラや監視カメラ向けのイメージセンサー及びディスプレイデバイ
スの基幹工場ですが、今回の地震により大きな影響を受け、生産活動に支障が生
じました。相次ぐ余震による二次災害に対する安全確保に万全を期すため、復旧作
業に着手できるまでには相応の時間がかかりましたが、その後は順調に復旧し、既
に多くの工程で稼働を再開しており、8月にはフル稼働を目指しています。
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• 2016年度の業績見通しについては、熊本地震により、非常に大きな影響を受けるも
のの、2015年度と同水準の3,000億円の営業利益を達成すべく、ソニーグループ一
丸となって取り組んでいます。
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• 現行の中期経営計画の最終年度である2017年度に向けては、各分野において外
部環境の変化やそれぞれの事業の状況を踏まえ、2017年度の経営数値目標をアッ
プデートいたしました。各分野の新しい数値目標はご覧のとおりです。
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• 連結中期目標である、2017年度ROE10%以上、営業利益5,000億円以上、について
は、変更いたしません。
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• 5,000億円以上の営業利益を計上したのは当社の歴史において1997年度の一度だ
けです。営業利益5,000億円は20年ぶり、2回目の挑戦となります。

• 大変チャレンジングな目標ではありますが、私は、この達成はソニーが高収益企業
に変容するにあたっての大変重要なマイルストーンであると考えています。経営
チームで議論を重ね、この目標の重みを改めて共有しました。ROE10%以上、営業
利益5,000億円以上の達成を全社一丸で、着実に進捗させてまいります。
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• 昨年度の収益改善の最大の要因はソニーブランドを冠したコンスーマーエレクトロニ
クス事業の復活です。
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• 10年間赤字が続いたテレビ事業や2014年度に大きな減損を計上したモバイルなど、

コンスーマーエレクトロニクス事業は大変な苦戦が続いてきましたが、今年度は、コ
ンスーマーエレクトロニクスの全ての事業において黒字化を達成する見通しです。

• これは、構造改革やコストの最適化による効果に加え、高付加価値モデルにおいて
お客様のニーズをしっかりと捉え、個々の商品の仕様、品質、デザインに徹底的に
こだわり、そしてそれを最適なマーケティング、販売手法でお客様にお届けする、と
いう基本動作を各事業において徹底した成果である、と考えています。

• 私は、2012年に社長に就任して以来、コンスーマーエレクトロニクスの復活には、商

品力の強化と差異化の実現が不可欠であると言い続け、これに取り組んでまいりま
した。一方で、その成果が出るには一定の時間がかかる、とも申し上げてきました。

• 「ブラビア」「エクスペリア」「α」「サイバーショット」「ハンディカム」「ウォークマン」「プレ
イステーション」といったブランド商品の力がお客様に受け入れられ、それが2015年

度のソニーグループの収益を大きく改善した基盤となりました。そして、これらコン
スーマーエレクトロニクスの復活が、2017年度の営業利益目標5,000億円の達成を
下支えすると考えています。

• 一方で、この市場の競争環境は大きく変化しており、ソニーが持続的成長をするに
は、エレクトロニクスの領域においても新たなチャレンジをし、変容させていくことが
必要です。これについては、のちほど詳しくお話したいと思います。
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• 中期経営計画において、ソニーの成長を牽引する最大のドライバーは、ゲーム＆
ネットワークサービス分野です。

• この分野では、PS4が引き続き好調に推移しており、ソフトウェアやネットワークサー

ビスを含めたプラットフォーム全体として、多くのお客さまにご支持いただき、当初の
期待を上回る利益成長を実現しています。

• 今年5月には、PS4の全世界の累計実売台数が、4,000万台を超え、歴代プレイス
テーション史上、最速のペースで普及、拡大を続けています。
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• 2015年度の売上が前年度比で約5割伸びるなど、順調に拡大を続けるネットワーク

サービス事業は、メンバーシップサービスの「プレイステーション プラス」を核として
ユーザー数が拡大しており、更なる成長に向けた投資も継続的に行っています。

• クラウドベースのライブテレビサービス「プレイステーション ヴュー」は、今年3月に
ディズニー及びESPNメディア・ネットワークスが所有する放送網ラインナップの提供

を開始するなど、視聴コンテンツを拡大。また、これまでは米国の一部の都市に限ら
れていた視聴可能エリアを全米に拡大するなど、今年はより多くの顧客獲得を目指
してまいります。
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• 多くの皆様にご期待いただいているバーチャルリアリティシステム「プレイステーショ
ン ヴィーアール」は今年10月の発売を予定しています。新しいチャレンジではあり

ますが、ゲームデベロッパーの皆様とともに、この新しい市場を盛り上げていきたい
と考えています。

• VRは、未知の領域を多く含むインターフェースですが、将来的にはゲームのみなら

ず、ソニーグループが有するカメラや撮影技術、コンテンツ制作力、豊富なエンタテ
インメント資産などをフルに活かすことができる領域と捉えています。グループ一体
で取り組むことで、新たな事業ドメインに育てていける可能性があると考えています。
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• 同じく、成長牽引領域に位置付けている、映画・音楽のエンタテインメント事業につ
いては、デジタル化の進展、ストリーミングサービスの隆盛により、産業構造自体に
大きな変化が起き、お客様によるコンテンツ消費に対するニーズの高まりと多様化
が生じています。

• 定額制動画配信サービスでテレビドラマシリーズを一気に観る人が増加しているこ
とはその一例ですが、長時間没入型でコンテンツが大量消費されるようになると、質
の高いテレビドラマに対するニーズは明らかに高まります。当社は、「ブレイキング・
バッド」やそのスピンオフシリーズである「ベターコールソウル」「ブラックリスト」など、
大ヒット作品を続々と生み出しているテレビ番組制作部門を有しており、これは大き
な強みであると考えています。

• また、音楽分野においては、2015年度にはアデルの「25」の記録的な大ヒットが大き

な利益貢献をもたらしました。こういったアーティストの発掘・育成・プロモーションな
どが音楽事業の根幹であることは今後も変わりませんが、市場トレンドの観点では、
有料ストリーミングサービスの立ち上がりにより、音楽市場の縮小がようやく底を打
ち、反転の兆しがみられます。この機会を捉えるべく、2015年4月には、インディーズ
のデジタル配信を担うThe Orchardの完全子会社化を実施しました。これに加え、音
楽出版事業を営むSony/ATVの完全子会社化を決定するなど、リカーリング型ビジネ
スの強化に向けた戦略投資を実行しています。

• 優秀なクリエイターをひきつけ、質の高いコンテンツを創る力、そしてそれらのコンテ
ンツを数多く有するソニーにとっては、この環境変化は非常に大きなチャンスと考え
ています。
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• もう一つの成長牽引領域であるデバイス分野については、これまで継続して収益貢
献してきた、主力のイメージセンサー事業が、スマートフォン市場の成長鈍化により、
昨年度は期中に業績見通しの大幅な下方修正を行いました。イメージセンサー事業
は、2017年度までにおいては、利益成長スピードが減速することが避けらない状況

です。多くの資本を投入している事業でもあり、現在の状況について、経営として重
く受け止めています。

• デバイス分野においては、環境変化への対応スピードと強みのある領域へのフォー
カスが、経営にとって重要と考えています。

• モバイル向けのイメージセンサーは、スマートフォンの市場成長自体は鈍化したも
のの、トレンドとしてのいわゆる複眼化の進展や、より画素数の多いセンサーに対す
る需要の高まり、が期待されています。

• 技術的な優位性を持つ当社にとって、有利な環境となり得ると考えており、現在進
めている中国・韓国メーカーへの拡販と合わせて、今年度下期から来年度に向けて、
収益性の回復を目指してまいります。

• 中長期の視点に立つと、新たな用途の立ち上がりも期待され、イメージセンサーが
潜在的に大きな成長が期待できる事業であるとの認識は変えておらず、成長牽引
領域としての位置付けに変更はありません。
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• イメージセンサーの新たな用途については、まず市場が伸びており、また当社の
シェアも上昇している監視カメラ用途に期待しています。それに続いて、FA、ドローン
等も含むIoT、そして車載と、今後も需要の拡大が期待できます。

• 車載向けイメージセンサーは、本格的な立ち上がりには相応の時間を要するものの、
将来的な成長を期待している領域で、研究開発投資は積極的に行っています。レン
ズ、信号処理、認識アルゴリズム、消費電力マネジメントなど、ソニーが得意とする
高度なカメラ技術を持って、更なる商品開発及び商品構成の拡充を図っていくことで、
車載センサー市場において、商品の差異化とビジネスの優位性を発揮してまいりた
いと思います。

• こうした新しい用途や市場を開拓していく上で、新たに必要となる技術やビジネスノ
ウハウを獲得するため、昨年度、ベルギーのソフトキネティックシステムズ社やイス
ラエルのアルティア社の買収を実施しています。

• 社内での研究開発だけに依存するのではなく、イメージングの技術を更に強化し、
センシングあるいはソリューションにつなげることができるような投資機会があれば、
M&Aを含めて、今後も積極的に検討してまいります。
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• 最後に金融分野についてご説明いたします。

• 金融分野は、生命保険、損害保険、銀行、介護の各事業ともに、お客様からの高い
信頼をベースに、着実に業容拡大を実現していますが、超低金利環境により、現行
中期経営計画の期間では、収益面で厳しい状況にあり、従来の中期経営計画に織
り込んでいた数値を見直しました。

• 主力の生命保険事業においては、収益性の維持・改善のため、商品や営業戦略の
見直しと、リスク管理の徹底などの施策を実施しています。

• 外部環境に厳しさはあるものの、この事業は、4,600名以上のライフプランナーを通

して、多くのお客様と直接つながっているビジネスであり、質の高いコンサルティング
を提供する優位性は、変わっていないと考えております。生命保険以外の事業も含
めて、高品質かつ利便性の高いサービスの提供により、中長期的な利益成長を目
指します。
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• 構造改革をやりきり、中期の経営数値目標を実現した先に、ソニーはどのように企
業価値を高め、新たな成長事業の創出のために何に取り組むのか、経営チームと
取締役会において、検討、議論を続けてまいりました。
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• 私は、社長就任以来言い続けていますが、ソニーのミッションは、「ユーザーの皆様
に感動をもたらし、人々の好奇心を刺激する会社であり続ける」こと。
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• そして、ソニーは、中長期においてもエレクトロニクス、エンタテインメント、金融の３
つの事業領域を柱とし、それぞれを進化させることで成長を目指してまいります。私
は、これらの多様な事業ドメインを抱えていることが、ソニーという企業の強みであり、
また強みにしていくことが経営として求められていることだと考えています。

• ソニーは、「人のやらないこと」にチャレンジし続ける会社です。一方、チャレンジを続
けるためには、その基盤となる、高収益体質の実現と経営の規律が不可欠です。

• 冒頭でも申し上げた通り、長年の課題であったエレクトロニクス事業がようやく復活
を遂げつつある中、いよいよ、この領域において新たな事業機会を創出するための
取組みを加速すべき時がきた、と考えています。

• AV/ITを中心としたコンスーマーエレクトロニクスは成熟期を迎えており、もはや大き

な成長は期待できない、或いは高度にネットワーク化した時代では、ハードウェアは
コモディティ化し、付加価値は全てクラウドやサービス側に移ってしまう、といった見
方もありますが、私は、時代の変化により、ハードウェアに求められる機能は変わっ
ても、お客様との接点であるハードウェアの重要性は変わらず、ここにソニーとして
の差異化と新しい成長の源泉があると考えています。

• お客様に最も近いところで、感性に訴える商品を開発し、そして、それを世界中のお
客様にお届けする、そういう力を持っている。ここにソニーの強みがあります。
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• 通信インフラで、「ラスト・ワン・マイル」の戦い、ということがかつてよく言われていま
したが、我々ソニーは、お客様にとって「ラスト・ワン・インチ」の存在であり続けたい
と考えています。
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• 既にZMP社との合弁で立ち上げた「エアロセンス」で提供している、ドローンを用いた
産業用ソリューションやソニーモバイルが2月に発表した「Xperiaスマートプロダクト」
など、エレクトロニクスの場を広げ、進化させる取組みを行なっています。
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• 加えて、現在、家庭での生活をより便利かつ快適に、そして楽しくするような用途を
中心にロボティクス技術の出口を検討しており、今年4月には事業化に向けた組織

を立ち上げました。開発しているものの一つには、お客様と心のつながりを持ち、育
てる喜び、愛情の対象となりうるようなロボットもあります。単にAI技術が組み込まれ

た商品を世の中に出すのではなく、お客様に感動体験をもたらす、ハードウェアと
サービスを組み合わせた、新たな事業モデルの提案を行ってまいりたいと考えてい
ます。

• そして、AIやロボティクスについては、将来的には、製造工程や物流への利用といっ
た、広範な領域での事業展開も検討していきます。

• また、この領域での事業創出を加速するために必要な技術、人材に対しては積極
的に投資してまいります。
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• その一例が、先月発表したアメリカの最先端AIの開発ベンチャー企業、COGITAIへの

出資と提携です。また、国際人工知能学会にプラチナスポンサーとして参画し、学会
での発信もこれまで以上に積極的に行っていく予定です。
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• ソニーには、「ユーザーの皆様に感動をもたらし、人々の好奇心を刺激する会社で
あり続ける」というミッションに共鳴し、厳しい環境下でも、新しいことにチャレンジし
続ける、個性豊かな社員がたくさんいます。こうした社員こそが我々の最大の財産
であると、改めて申し上げたいと思います。

• 今年5月7日にソニーは創立70周年を迎えました。

• もちろん、まずは中期経営計画の達成が経営としての最重要課題ですが、その後も
感動を提供し、持続的な利益成長を実現するためには、新たな事業、ビジネスモデ
ルの創造が不可欠です。
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• 設立趣意書には、「創造と挑戦の理念」が書かれています。

• 私は、今、ソニーの将来の成長のために、新たな挑戦を加速すべき時期がきた、と
感じています。歴史に甘えることなく、類稀なる創業者が築いたソニーという唯一無
二の企業体を、進化させ、次世代につなぐことが、私をはじめとする現経営陣の使
命だと肝に銘じています。
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• ソニーの高収益企業への変革と新しい事業の創造に向け、果敢に挑戦してまいりま
すので、よろしくお願いいたします。

• 本日はご清聴ありがとうございました。
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